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図１０ 多種類電子タグ統合リーダ・ライタ 

 

平成 20 年度は、平成 19 年度に開発した 3 ウェイ測位携帯電話端末アプリケーションを

改修し、パッシブタグを測位でなく大規模災害時における被災情報の共有用のタグとして

使えるようにした。また多種類電子タグ統合リーダ・ライタを改修し、対象としている 2

種類のパッシブ型及び4種類のアクティブ型電子タグすべてのIDをucodeに変換する機能、

及び 3 ウェイ測位携帯電話並びに RFID 一体型携帯電話端末制御システム用の位置解決サ

ーバを使って位置解決する機能を追加した。 

最後に、開発成果の社会展開方策として、携帯電話キャリアが提供するアプリケーショ

ンサーバに 3 ウェイ測位携帯電話端末アプリケーションを登録し、対象機種を持つユーザ

であれば自由にダウンロードして使用できるようにした。 

 

②救援要請時における測位技術に関する研究 

救援要請時における位置特定を迅速に行うために、電子タグの形式や配置の検討を行い、

電子メールなどを利用した通報システムの仕様検討・基本シーケンスを策定し、救援要請

通報システムのプロトタイプとして「RFID一体型携帯電話端末制御システム」を試作した。

さらに、１１９番等の救援要請通報において、発信位置の特定は、迅速な駆けつけと効果

的な消防防災活動には不可欠な機能であるという観点で、初年度に試作した「RFID 一体型

携帯電話端末制御システム」に対して、以下の機能を加えた「救援要請時測位システム」

を試作した。 

（１） RFID 一体型携帯電話端末からの通報（音声とメール）機能において、端末表示メ

ニューの改良、アクティブ電子タグが設置された位置（緯度経度・住所）から、電子タグ

が設置された位置を管轄する消防本部名と通報先アドレスを解決する機能などを拡張した。 

（２） 携帯電話端末からの通報を受信するとともに、通報発信位置を WEB ブラウザ上の地

図に表示する発信地表示サーバを追加した。 

（３） 電子タグからの火災発生を指定されたタグ ID を受信した場合に、アラートの携帯

電話端末画面での表示、受信したタグ ID を基に位置を解決、位置に対応する建物の平面図

 

 

図１１ パッシブタグ、

アクティブタグ、GPS 

による 3 ウェイ測位

が可能な携帯電話端末
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を Web アクセスによって取得できる機能を追加した。 

（４） 電子タグの ID に ucode 上で共通形式化されたタグ ID を実装した。 

 

図１２ 救援要請時測位システムの構成図 

 

③要救助者の探索技術に関する研究 

また、災害発生現場において要救助者が携行した電子タグの位置特定を行うため、雪や

ガレキが電波伝搬に与える影響を調べるための測定環境を整え、実際に一般住宅で普通に

用いられている建材を中心として測定を行った。計 24 種類（平成 18 年度 12 種類、平成

19 年度 12 種類）の試料を対象として測定を行い、試料中に含まれる水分量による透過減

衰への影響を把握した。その結果、木質系の材料では内部に含まれる水分の影響をうけて

透過減衰量が変化すること、珪酸カルシウム板による透過減衰量が大きいこと、内部に液

体としての水分が少ない雪氷では殆ど減衰が見られないことが確認できた。また、測定を

行う一方、平成 19 年度より要救助者の位置推定システムの開発を開始し、既存手法に最急

降下法を取り入れた位置推定手法について検討を行い、試作・改良を行った。 

 

④子供の安全・安心の確保に関する研究 

子どもの安全安心確保に関しては、測位技術を用いた児童の空間行動測定・分析手法を

検討するために、まず、５つの小学校の児童約 2,400 名の１日間の空間行動（トリップ）

を記録した紙地図の空間データ化、行動経路データの道路セグメント単位での集計分析ツ

ールの開発、および小学２・５年生各 30 名に２週間 GPS 携帯電話を携帯させる空間行動測

定実験を実施した。データの分析に際しては、測位精度に問題のある GPS 位置の補正処理

を目的とする、行動経路トラッキングシステムを開発した。さらに、保護者・地域住民の

防犯パトロール活動を把握し、見守り関係者と児童の動きを GIS（地理情報システム）の

上で重ね合わせることを目的とし、小学生児童 29 名の日常行動の状況、その保護者 29 名

と防犯ボランティア 5 団体の見守りのカバー範囲を GPS により測定する防犯活動測定実験

を実施した。 

近隣の火災
警報情報

(タグリーダ付き携
帯電話

集合住宅内の部屋

N/W

タグIDによる問い合わせ

位置、住所、通報先
の電話番号・URL

通報（位置、通報内
容、通報者のパーソ
ナリティなどを送出）

火災感知器

位置情報・位置情報・
火災警報火災警報

アクティブタグ

(３)火災発生位置や建
物の平面図の表示

通報内容の表示

(２)発信地表示サーバ

(１)位置解決サーバ
（通報アプリの管理）

(４)ucodeの実装
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防犯活動測定実験のデータ分析によって児童の日常行動範囲や行動パターンを見いだし、

さらに得られた知見に基づいて、統合実証実験時の電子タグ敷設箇所の決定に貢献した。

また、前年度に開発された行動経路トラッキングシステムに対して、児童の滞留場所を判

定する機能や子どもと見守り主体との時空間近接性を計測する機能を追加し、データの分

析にあたっては、これらの機能を活用した（図１３、図１４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

分析の結果明らかとなった主要な知見として、以下の 3点があげられる。 

 第一に、子どもの屋外行動は、下校時間帯に短時間多数の子どもが通学路に集中する時間

帯と、下校後に長時間一定数の子どもが特定の遊び場に分散する時間帯とで構成される（図

１５）。 

 第二に、子どもに対して有効な見守りは、下校時の防犯ボランティアによるパトロール活

動から下校後の保護者による自然な監視へと段階的に移行する（図１６）。 

 第三に、防犯ボランティアや保護者に見守られていた子どもの屋外行動の場所は、保護者

の自宅周辺や通学路、学校近辺に多い一方で、下校後の子どもの屋外行動の中心となる、雑

木林や公園などには、相対的に見守りの目が行き届きにくい（図１７）。  

 これらの分析結果は、より効率的な防犯活動を行えるように、調査協力者（自治会、保護

者、小学校）に還元した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

GPS測位点
の集合

非測位点
の補完

測位のバラツキ
の補正

点密度からみた
滞留点の抽出

別途アンケートからわかる
「訪問先」との結合

•長時間同じ場所を
測位すると密度が高くなる
GPS測位点の特徴を利用
•「訪問先」との組み合わ
せで滞留に意味を付与

公園

道路

測位点

道路を
歩いて移動

公園で

友達と遊ぶ

•測位点を一本の線でつな
ぎ，xyz空間に布置した「時
空間パス」を想定

•子どもと大人の時空間パ
スの「交わり」に着目

•閾値以下の時間差，距離
差のとき，「有効な見守り」
と定義

空間

時間

子ども

防犯ボランティア

保護者
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図１３ GPS の測位点データから子
どもの日常活動を抽出するシステ

ムの概念図 

図１４ 子どもと見守り主体との
時空間的近接性の概念図 

図１５ GPSから抽出された子どもの
日常行動 

※図中の青枠は小学校区、青線は通学路を示す。赤色

図１６ 時空間的近接性に着目した子
どもの見守りの程度の時間変化 
（左：保護者、右：防犯ボランティア） 

※子どもと保護者・防犯ボランティアが 30m以内
に近接した際に「見守られた」と便宜的に定義し

て値を算出した。 
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統合実証実験 

以上のように、基盤技術から応用にわたって様々な成果を得るとともに、これらをシー

ムレスに連携するための環境を構築することができた。そこで、プロジェクトの総仕上げ

として、2008 年 11 月に、千葉県のつくばエクスプレスと東武鉄道の流山おおたかの森駅

周辺においてフィールド実験を行った。 

この実験ではまず、国土地理院により、駅周辺の歩道等に電子タグ付き基準点（インテ

リジェント基準点）を予め設置し、さらに各研究機関が実験に用いる電子タグを防水ボッ

クス等に収容して、歩道や駅構内の柱や植木等に設置し、その位置決めを行った。そして

設置された電子タグを用いて各機関がそれぞれ研究開発したシステムの実験を行った。 

 

図１８ 実証実験の様子 

 

４．実用化達成に向けた今後の取組み 

インテリジェント基準点を用いた測量方法が実際に用いられるようになるためには、都

市部等において、インパクトを与える程度の数のインテリジェント基準点（電子タグを付

加した基準点）を確保（新設または改造）し、インテリジェント基準点の情報をオンライ

ンで継続的に提供する必要がある。この中で、開発したインテリジェント基準点管理サー

バのパフォーマンスの向上、インテリジェント基準点の Ucode の運用方法の確立が必要で

ある。電子タグテープを含む測位用の電子タグの設置については、精度管理及び電波伝播

を考慮した設置作業等のガイドラインを取りまとめる必要がある。更に、階層構造を持つ

建物等（地下、ビル等）を対象に精度管理された位置情報を整備する手法について検討す

る必要がある。これらについては、国土地理院で取り組む予定である。 

さらに、自ら解決できない課題としては、インテリジェント基準点を利用できる測量機

器と電子タグテープの商品化を行う必要がある。また、測位用に利用できる電子タグが普

図１７ 子どもが見守られていた場所、いなかった場所 
※赤の領域ほど、見守られた（なかった）子どもが多く分布したことを示す。 
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及するような仕組みと、電子タグの位置をオンラインで解決するサーバを継続的に運用す

る仕組みを構築する必要がある。これらについては、民間活力を利用して解決する予定で

ある。 

P2P モデルを利用した位置情報の高精度化と環境情報取得においては、バッテリー駆動

のモバイル端末上でシステムを長時間継続的に利用できることが望ましい。高度な処理に

よって位置情報の高精度化を行うほど、計算量等が増加し、消費電力も大きくなるため、

位置情報高精度化の省電力化が必要である。これについては、東京大学で検討を行う予定

である。 

電子タグによる測位を利用したサービスをいつでもどこでも利用できるためには、電子

タグリーダの小型化を行う必要がある。読取距離が数 m 以上の可搬型の小型電子タグリー

ダを安価・容易に入手できることも必要である。更にサービスを誰でも利用できるために

は、既に一般の人々が広く利用している携帯電話に電子タグリーダを統合することが必要

である。携帯電話の利用が困難な子ども、老人、障害者向けには、個々の利用者の状況を

考慮した装置のデザインが必要である。 

測位技術を利用した安全・安心の確保を実現するために取り組んだ被災情報の共有につ

いては、必要な基礎研究課題を達成できたと考えるが、救援に関わる測位と探索の技術に

ついては、今後の取り組みによって実用化達成を更に容易にできると考えている。救援要

請時における測位については、より良くタグを設置する方法や、タグの位置情報の保障方

法、また引越し等によるタグの移動の方法を検討する必要がある。また、119 通報システ

ムのような社会基盤とする場合には、業界等一体となった取り組みを行う必要があると考

えている。要救助者の探索技術については、多様な建物に対応するため、アルゴリズムの

高度化を行い、湿度や含水量をモデル化し、探索に利用するとともに、指向性を吸収する

ようなアルゴリズムを開発する必要がある。 

被災情報の共有については、装置の小型化、長寿命化を行う必要がある。救援要請時に

おける測位のために、タグを安定して読み取る技術を開発する必要がある（指向性、周囲

環境を考慮）。 

救援要請時における測位技術については、電子タグを個人の住宅内に設置した場合には、

引越し等によるタグの移設が行われる場合も想定され、電子タグの位置情報の保障方法を

検討する必要がある。さらに、このシステムを 119 番通報のような社会基盤とする場合に

は、関係機関等が一体となった取り組みが必要と考えられる。今後、本研究の成果を基に、

電子タグや携帯電話等との通信機能を備えた火災警報器からの位置情報を含んだ警報の発

信と伝達が可能なシステムについて更に検討を行っていく。 

要救助者の探索技術については、技術的な課題が残されており、消防研究センターにお

いて研究を継続する。本課題では、阪神・淡路大震災等の経験から大規模震災時において

昭和 56 年の建築基準法改正以前の木造家屋に被害が多く見られることが判明しているた

め、それら木造建物を主たる対象と想定し、建材等が電波の透過減衰に与える影響につい

て測定を行うとともに、それらの木造建築物の建材量と含水量を想定して透過減衰量推定

値の上限と下限を与える形で要救助者の位置特定システムを開発してきた。しかしながら、

木造建築物にも様々なものがあり、推定値の上限と下限を与えるだけでは正確な位置特定

を行うことは難しく、より実際的な適応型のアルゴリズムを検討する必要がある。アルゴ

リズム改良の具体例としては、これまでの測定実験により、建材等の含水量が透過減衰に
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影響を与えることが判っており、過去の湿度履歴から含水量を推計する理論式の構築など

が挙げられる。また、これまでの試作結果では、電子タグの持つ指向性が推定結果に影響

を与えていることが判っている。この問題点については、電子タグに無指向性のアンテナ

を搭載する手法や、逆に電子タグの指向性を積極的に利用してタグの傾き等を推定する手

法など、さらなる検討が必要と考えられる。 

子どもの安全安心確保に関しては、(1)測位機器の小型化・軽量化が現状まだ充分なもの

でないなどといった機器の側の課題、(2)携帯電話の学校への持ち込み禁止などの社会情勢

の変化に対応した形での子どもの日常活動や防犯活動の測定の検討、(3)測位によって得ら

れる成果の還元方法の洗練、の３点が、今後に向けた課題である。 

まず、測位機器を子どもに保持させ、日常的に生活させることを考える場合、大きな障

害となるのが、測位機器の重量や大きさである。今回子どもに保持させたGPSは、重さ55g、

幅 87×高さ 36×奥行き 36mm 程度の小さなものであったが、それでも実験後には、とくに

低学年の子どもからは、重すぎたり大きすぎたりして携帯に不便であった旨が聞かれた。

また、同様に防犯ボランティアにとっても、電池の入れ換えや、GPS のコールドスタート

時の対応（一定時間測位可能状況で移動を停止しなくてはならない）などが負担となった

ようである。子どもや防犯ボランティアにできるだけ負担のかからないような形の日常活

動や防犯活動の測定のためには、測位機器の小型化や、測位時の利便性の向上が、今後に

向けた大きな課題である。測位機器の小型化に期待する一方で、既存の小型のデバイスを

最大限に活用する手法の検討を進めていきたい。また、近く打ち上げが予定されている準

天頂衛星の利活用の手法などについても検討を進めたい。 

 一方、測位機器を子どもに持たせることの是非自体に社会的にコンセンサスが得られて

いないことも、今後の課題として指摘される。最近、特に携帯電話を介して、子どもがイ

ンターネット上の有害情報に容易に接し、被害に遭いやすい状況にあることから、子ども

に携帯電話のような高機能のデバイスを持たせることを禁じる社会的な動きが広がってい

る。こういった社会情勢は、研究当初においては想定外のものであり、また一研究機関の

みで対処できるような問題ではなく、年少者にとっての携帯情報ツールのメリット・デメ

リットに関する社会的コンセンサス形成が今後に向けた課題である。 

最後に、分析結果を国民の安全・安心につなげるためには、一般市民にわかりやすい成

果還元方法を考える必要がある。今回の実験では、GPS の測位点の分布を地図化したもの

を地域住民に還元したが、その際、手がかりとする情報が地図のみの状況では、現象の空

間的な認知が困難な方々も多くいた。当機関としては、例えば「おばけ踏切」「さんかく公

園」などといった場所の俗称を用いたコミュニケーションを用いることで、地域住民にと

ってよりわかりやすい結果の還元に努めたい。 
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３．次世代ロボット 
（１）次世代ロボット連携施策群の目標 
 
総合科学技術会議が平成 17 年度に選定した科学技術連携施策群の一テーマである次世

代ロボット連携群では、府省連携を強化して、次世代ロボット研究開発施策を効率的に推

進するとともに、ロボットの研究開発を加速し、新たなロボットサービスの創出を可能と

する基盤・インフラ技術である「次世代ロボット共通プラットフォーム技術」を提供する

ことを中核ミッションとして活動を展開している。 

第 3 期科学技術基本計画の分野別推進戦略(情報通信分野)において、次世代ロボットが

属するロボット領域は情報通信分野の中の領域のひとつに位置付けられており、我が国が

迎えつつある高齢化社会において、次世代ロボットは社会活力を維持・拡大するための中

核的な技術としてその成果が期待されている。このような社会的課題に対応すること、ま

た新市場創出のため産業界からの要請も強いことから、ロボット領域では次世代ロボット

にかかる 8 つの研究開発課題が重要な研究開発課題に選定され、戦略重点科学技術として

「世界に先駆けた家庭や街で生活に役立つロボット中核技術」が選定されている。 

次世代ロボットには、サービスロボット、介護・医療・福祉・生活支援ロボット、防災

ロボット、農業ロボット、建築・土木ロボットなどの分野があるが、技術開発と社会への

導入の両面において府省間の協力が必要な分野は多く、府省の連携を強化することを次世

代ロボット連携群の第一の目標に掲げた。家庭や街で生活に役立つ次世代ロボットを実現

するためには多数の課題を解決しなければならない。そのために、次世代ロボットの研究

開発を加速することが必要である。次世代ロボット連携群では、ロボット研究者や技術者

がロボットの研究開発にあたり共通に使える基盤・インフラ技術を「共通プラットフォー

ム技術」と定義し、その確立を取り組むべき喫緊の課題とした。「次世代ロボット共通プ

ラットフォーム技術」を社会に提供することを第二の目標として掲げた。ここで、「次世

代ロボット共通プラットフォーム技術」は「ソフトウェアプラットフォーム」と「環境プ

ラットフォーム」で構成される。 

まずソフトウェアの開発について、これまでのロボット開発では、必要となる様々なソ

フトウェアは多くの場合それぞれのロボット研究者・技術者、研究プロジェクト、研究事

業主体が独自に開発しており、それらを互いに共有するような仕組みは存在しなかった。

したがって、共有性のあるソフトウェアを誰にでも使える形で社会に提供する仕組みが整

備されれば、ロボット用ソフトウェアの研究開発が加速する可能性がある。そこで次世代

ロボット連携群では、これを「ソフトウェアプラットフォーム」として社会に提供するこ

とを目指す。 

次に従来のロボットでは、必要なセンサ、演算装置、駆動装置など、すべての機能をロ

ボット本体に搭載し、ロボットに自律性/自立性を持たせることに重点が置かれていた。こ

の場合、ロボットの寸法や重量、消費エネルギーなど様々な機能間のトレードオフでロボ

ットの機能が制限され、また開発コストも増す。一方、環境側に配置されたセンサや演算

機能を活用し、物体やロボットの位置情報、物体の扱い方や地図などの知識を容易に取得

できるようになれば、ロボット本体の機能を削減でき、小型軽量で省エネルギーのロボッ

トを実現でき、また比較的簡単な情報処理機能しか持たないロボットでもサービスを提供
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できるため効率的な研究開発が期待できる。このように環境側の情報を活用するための基

盤技術は「環境情報構造化(技術)」と呼ばれている。さらに、ここではユビキタスネット

ワーク技術が活用され、環境側センサの扱い方、環境とロボットとの通信方法などが標準

化されていることが重要である。次世代ロボット連携群では、共通に使える環境情報構造

化技術を「環境プラットフォーム技術」と呼び、街のような広い空間から公共施設のよう

な空間、部屋や机上のような狭い空間まで、三つのレベルでの環境プラットフォーム技術

の研究開発を推進し、さらにロボット研究者・開発者が実際に利用できる環境を提供する

ことを目指す。 

各府省のロボット研究開発施策において共通プラットフォーム技術を利用すれば、それ

らの間では重複の排除と連携の強化が自然に達成され、次世代ロボットの研究開発が効率

化されることが期待される。したがって、第二の目標の達成は、直接的に第一の目標達成

に繋がっていると言える。 

 

 

（２）次世代ロボット連携施策群の活動 

 ① 府省間等の連携活動 

連携システム及び連携活動の総括 

ここでは、府省連携会議を中心とする府省間の連携の体制と連携活動の総括を年度毎に

記載し、最後に連携活動の成果をまとめる。 

 

（２－①―１）平成 17 年度の活動 

平成 17 年度に設立された次世代ロボット連携群では、活動を開始するにあたり、各省の

ロボット研究開発施策の不必要な重複を排除するため、各省施策のヒアリングを行い、以

下のような結論を得た。 

・ 要素技術には重複があるが、各省庁のミッションに応じて異なる応用分野が追求さ

れていると同時に、基礎・応用・実用など研究フェーズが異なっているので、各省

庁間の取り組みに明白な重複はみられない。 

・ しかし、ロボットの開発・導入シナリオの明確でないものが多い。導入シナリオを

明確にしたプロジェクト設定が必要。 

・ また、技術シーズ開発とシーズを応用に移す政策との連携が薄い。政策にリンクし

たシーズ開発プロジェクトの設定が必要。 

・ 各省庁の研究開発を促進するために共通プラットフォーム技術(ロボットを導入し

やすい環境の整備、すなわち、ソフトウェアの再利用性、共有性を保証するソフト

ウェアプラットフォームと環境構造化)の整理が必要。 

このヒアリング結果に従って、各省にロボットの開発・導入シナリオの明確化を働きか

けた。さらに、実用化に向けて研究開発省庁と実施担当省庁との連携の強化を働きかけた。

このような連携強化のために、各省の代表が集まって情報交換を図る府省連携会議を定期

的に開催した。以後、府省連携会議は、年 2～3回開催してきた。 

また、連携強化のために、補完的課題として次世代ロボット連携群が直接的に研究開発

を行う共通プラットフォーム技術を決定することとし、公募により「分散コンポーネント
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型ロボットシミュレータ」と「ロボットタウンの実証的研究」を選定して研究開発プロジ

ェクトを開始した。 

（２－①―２）平成 18 年度の活動 

平成 18 年度には、公募により「施設内外の人計測と環境情報構造化の研究」と「環境と

作業構造のユニバーサルデザイン」を補完的課題に選定した。これにより、平成 17 年度に

開始した 2つの課題と合わせ、4つの補完的課題が実施されることとなった。 

さらに、日本ロボット学会学術講演会や計測自動制御学会システムインテグレーション

部門講演会等で次世代ロボット連携群の活動周知のための講演会を年 4～7回開催し、研究

者や技術者への広報活動を進めた。また、次世代ロボット連携群の解説を学会誌や業界誌

に積極的に発表する活動も開始し、共通プラットフォーム技術の普及活動を進めた。 

一方、次世代ロボット市場の状況をより詳しく把握するため、(社)日本ロボット工業会

が実施したロボットの市場調査をさらに進め、無人搬送機やサービスロボット、教育用ロ

ボットから、ロボット技術を含む自動機械等までも考慮したロボット総合市場調査を行っ

た。 

 

（２－①―３）平成 19 年度の活動 

次世代ロボット研究開発のロードマップとしては、経済産業省が作成・更新している技

術戦略マップが質・量共に充実している。平成 19 年度には、ロボット開発のロードマップ

の共有化を目指して、府省連携会議で経済産業省の技術戦略マップを紹介し、経済産業省

には他省のロボット施策の考慮を要請し、他省についてはその毎年の更新(ローリング)へ

の協力を要請した。また、次世代ロボット連携群に属する施策の連携強化を図るための連

携ロードマップを作成した。 

 

（２－①―４）平成 20 年度の活動 

次世代ロボット連携群の最終年度にあたる平成 20 年度は、これまでの活動を継続すると

ともに、次世代ロボット連携群の活動終了後をにらんで、府省連携を強化するための方策

を検討した。 

 

（２－①―５）府省連携活動の成果 

次世代ロボット連携群のミッションとして各府省の施策の重複排除と連携強化がある。

各府省が進める共通プラットフォーム技術(たとえば、ロボットとネットワークを繋ぐネッ

トワークロボット技術やロボット要素機器モジュール化のための RT ミドルウェア技術な

ど)や次世代ロボット連携群の推進する共通プラットフォーム技術の利用を各府省に働き

かけると同時に、各府省の研究開発の成果を共通プラットフォーム技術として広く利用可

能な形で公開するよう働きかけている。既に幾つかの共通プラットフォーム技術について

は各府省の施策における共有化が図られつつある。 

総務省の「ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発 ③ネッ

トワークロボット技術」では、本連携群の補完的課題の成果であるユニバーサルシティウ

ォーク大阪環境プラットフォームをネットワークロボットの実験に利用している。 

経済産業省の「次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト」では、次世代ロボット連
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携群で開発された共通プラットフォーム技術が活用されることになり、本連携群の成果は

ロボット知能ソフトウェアプラットフォームにも引きつがれている。 

環境プラットフォーム間でも技術の共有化が進められており、特に位置情報の提供サー

ビスについては、産総研の RT ミドルウェア研究グループと総務省のネットワークロボット

研究グループが中心となり、国際標準化に向けた活動を進めてきた。 

また、経済産業省は、次世代ロボット産業の推進のため、平成 20 年度にロボット産業政

策研究会を設置し、それに関係府省が協力している。経済産業省が作成・更新している技

術戦略マップについても、府省連携会議やシンポジウム等で情報共有を推進した。国土交

通省や農林水産省のロボット等と関連の深い「野外で活動するロボット」は、それまで特

殊環境用ロボット分野とされていたが、技術戦略マップ 2008 ではこれをフィールドロボッ

ト分野と改称し、そこに農業用ロボットを位置づけている。 

このように、各省の進める次世代ロボットの情報共有は確実に進んでいる。 

技術シーズ開発とシーズを応用に移す政策との連携強化についても進展が見られる。文

部科学省「大都市大震災軽減化特別プロジェクトⅢのうち、レスキューロボット等次世代

防災基盤技術の開発」の技術を基に開発された研究開発用のクローラ型ロボット Kenaf が、

NEDO/経済産業省の「戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト」において平成 20 年

度に実施されたステージゲート評価の結果、今後 2 年間開発を継続する 6 種類のロボット

の一つに選定された。 
 
  

科学技術連携施策群 次世代ロボット－共通プラットフォーム技術の確立－

建設土木分野

農業分野

防災分野

基礎技術 応用・実利用

医療・福祉分野

生活支援分野

基盤技術

サービス分野

センシング技術、移動技術（車輪、二
足歩行）、マニピュレーション技術、ロ

ボット情報処理モジュール、ソフトウェ
アプラットフォーム（開発環境等）

情報収集技術、移動技術（上空、蛇型）、
研究用ロボットプラットフォーム

コミュニケーション技術、ネットワークロ

ボット技術、ネットワークロボットプラット
フォーム

○大都市大震災軽減化特別プロジェク
ト III （レスキューロボット等次世代
防災基盤技術の開発） 【文】

○消防・防災ロボットの研究開発に要する経費
【総(消)】

○ロボット等によるＩＴ施工システムの開発

○水中作業の無人化に関する研究 【国】

○果菜類ロボット収穫
技術の開発 【農】

○次世代ロボット共通基盤開発プロジェ

クト
○戦略的基盤技術力強化事業（ロボッ
ト部分）

○次世代ロボット知能化技術開発プロ
ジェクト
○基盤ロボット技術活用型オープンイノ

ベーション促進プロジェクト 【経】

・
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○ネットワーク・ヒューマン・インターフェ
ースの総合的な研究開発
①多言語音声翻訳システム

③ネットワークロボット技術 【総】

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
技
術
に
関
す
る
国
際
優
位
性
を
確
保

各
分
野
に
お
け
る
研
究
開
発
を
加
速
さ
せ
、

○次世代ロボット実用化プロジェクト

○人間支援型ロボット実用化プロジェクト
○サービスロボット市場創出支援事業
○戦略的先端ロボット要素技術開発プロジェクト

【経】

○ネットワーク・ヒューマン・インターフェースの

総 合的な研究開発
①多言語音声翻訳システム
③ネットワークロボット技術 【総】次

世
代
ロ
ボ
ッ
ト

次
世
代
ロ
ボ
ッ
ト
共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
技
術

共
通
プ
ラ
ッ
ト
フ
ォ
ー
ム
技
術

ロボットワールドシミュレータ（OpenHRP3）、
環境情報構造化

○分散コンポーネント型ロボットシミュ
レータ
○ロボットタウンの実証的研究

○施設内外の人計測と環境情報構造
化の研究
○環境と作業構造のユニバーサルデ

ザイン 【次世代ロボット連携群】

○バイオ・ミメティックコントロール研究（生体
模範型制御の研究） 【文】

研究用ロボットプラットフォーム（FRIGO)

○消防・防災ロボットの研究開発に要

する経費 【総(消)】

既存の共通プラットフォーム技術研

究開発（ソフトウェアプラットフォー
ム：RT-Middleware(【経】)、ART 
Linux、ARToolkit等、ロボットシス
テムプラットフォーム：HRP-2 (【経】)
等）

バケット角度センサ

アーム角度センサ

ステレオビジョン用カメ ラ （２ 個： 左右）
＋ビデオ用カメ ラ （１ 個： 中央）

レーザースキャナー

G P S方 位計用アンテナ（２ 個：左右） ＋R TK－G P S用 アンテナ（ １ 個：中央）

発動発電機
光ファ イバージャイロ

○戦略的先端ロボット要素技術
開発プロジェクト 【経】

○戦略的先端ロボット要素技術
開発プロジェクト 【経】

○戦略的先端ロボット要素
技術開発プロジェクト【経】
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科学技術連携施策群「次世代ロボット」施策一覧 
予算額（百万円） 

各省施策 

府

省

名 

当該連携施策群の中での

位置付け及び政策・成果目

標 

成果と研究目標の進捗状況

H17 H18 H19 H20 

計(百万

円） 

連携施策群 計 5,031 4,001  5,054  2,718 16,805 

ネットワ

ーク・ヒ

ューマ

ン・イン

ターフェ

ースの総

合的な研

究開発 

①多言語

音声翻訳

システム 

総

務

省 

誰もが安心して安全に情

報通信を利用できる環境

を実現するため、ネットワ

ーク・ヒューマン・インタ

フェース(ネットワークと

人の接面)の総合的な研究

開発を国が主導して産学

官連携により推進する。具

体的には、ネットワークと

連携した実用的な携帯型

の多言語音声翻訳システ

ムの研究開発を行う。 

携帯電話等を用いた多言語

自動翻訳システムの実現に

必要な音声認識技術、コーパ

スベース翻訳技術、出力技

術、音声合成技術等の要素技

術を開発した。研究開発当初

に具体的な数値目標を設定

し、研究予算の制約による日

韓翻訳の開発を除き、その他

の部分での研究開発は順調

に進み、その目標を達成し

た。 

121 - - - 

121

(H17 の

み、事業

期間は

H15-17)

ネットワ

ーク・ヒ

ューマ

ン・イン

ターフェ

ースの総

合的な研

究開発 

③ネット

ワークロ

ボット技

術 

総

務

省 

ユビキタスネットワーク

に接続された様々なタイ

プのロボットや各種セン

サが相互に連携すること

により、ロボット単体に比

べて実世界の認識や人と

のコミュニケーション能

力が大幅に向上し、複雑な

操作やストレスを感じる

ことなく誰もが安産・安心

に様々な機能やサービス

を利用可能なネットワー

クロボットの実現に必要

な基盤技術の研究開発を

行う。 

当初計画どおり順調に進捗

しており、最終年度である平

成 20 年度は、総合実証実験

を行い、ネットワークロボッ

ト技術の有効性を確認した。

要素技術である「ロボット

PnP(プラグアンドプレイ)技

術」として、単体で動作して

いたロボットをネットワー

クを介して制御・動作させる

ための共通基盤(ロボットプ

ラットフォーム及びインタ

フェース)を構築し、「高度

対話技術」として、ロボット

と人との高度な対話を実現

するための基礎的な行動パ

ターンのデータベース化及

び状況認識結果とロボット

との連携技術を確立した。 

295 300 223 215 

1,033

(H17-20

のみ、事

業期間は

H16-20)
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消防・防

災ロボッ

トの研究

開発に要

する経費 

総

務

省 

消

防

庁 

・NBC 災害現場で消防隊員

の活動を支援する検知・探

査型ロボットについて、ロ

ボットを試作後、機能向上

の観点から実施する性能

評価実験によりロボット

の改良点を分析した上、改

良型のロボットを作製し、

実用化の観点から実施す

る性能確認実験によりロ

ボットの仕様を確定する。

開発した成果を実戦配備

する。 

・実戦使用に耐えうる、耐

環境性の高い小型情報収

集ロボットを開発する。 

・ガス漏洩災害などにおい

て陽圧服を着用する必要

がある際に、これを支援す

るロボットの技術開発を

行う。 

・NBC 災害現場で使用可能

な”検知・探査型ロボット”

を開発し、H18 に消防本部に

配備した。H20 には、”検知・

探査型災害対策ロボット”の

性能評価型を改良し、2消防

本部に試験配備し、性能の検

証を行っている。 

・小型情報収集ロボットとし

て、H18 に耐環境性の高い移

動ロボットを開発した。H19

に 3 消防本部に試験配備し

性能評価を行った。性能評価

を基に、H20 に量産型を開発

した。 

・マーカーを身につけた隊員

に、自律的に移動経路をトレ

ースして追従する技術を開

発した。また移動中に環境認

識し、自律的に帰還できる技

術を確立した。 

121 25 23 22 

191

(事業期

間は

H17-H22)

大都市大

震災軽減

化特別プ

ロジェク

ト III 

のうち 

レスキュ

ーロボッ

ト等次世

代防災基

盤技術の

開発 

文

部

科

学

省 

大震災発生時において人

命救助などの緊急対応の

ための人命検索、情報収

集・配信等を支援すること

を目的とした、ロボット、

インテリジェントセンサ、

ユビキタス端末、ヒューマ

ンインタフェース等の研

究開発を行う。特に、人間

のアクセスが困難な倒壊

家屋、地下街等の被災地に

係る人命検索及び情報収

集のためのロボット等を

活用したレスキューシス

テムの開発に重点を置く。 

ヘビ型ロボットや能動スコ

ープカメラなどの救助活動

システム、エアロロボットや

気球ロボットなどの防災対

応機関のための機器の開発

を行った。これらにより、能

動的・インテリジェントに情

報を収集し、ネットワークで

情報の伝達・要約を行い、緊

急災害対応活動や意志決定

を支援するシステムや要素

技術を開発した。さらには、

実証試験やデモンストレー

ションを通して実用化を図

り、製品化や実用化への基盤

を構築した。 

343 310 - - 

653

(H17-18

のみ、事

業期間は

H14-18)
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バイオミ

メティッ

クコント

ロール研

究 

文

部

科

学

省 

生物が長い期間を経て得

た精緻で柔軟な運動制御

機能を人工的に実現すべ

く、①生物システムの制御

機構の解明、②高度に複雑

な運動系のシステム制御

理論の研究、③生物型感覚

統合センサシステムの研

究、及び④人間と接するロ

ボットシステムの研究を

行う。 

生物型センシングシステム

構築などの研究を実施し、感

覚器を有し人間を抱き上げ

られるロボット「RI-MAN」を

開発した。現在は、その成果

を「理研-東海ゴム人間共存

ロボット連携センター」(※)

が受け継ぎ、更なる応用に向

けて人間と直接ふれあうこ

とのできる“やさしい”人間

生活支援ロボットの研究開

発を実施している。 

(※)理化学研究所と東海ゴ

ム工業(株)により平成 19 年

8月に開設。  

417 396 249 77 

1,139

(H17-20

のみ、事

業期間は

H15-20)

果菜類ロ

ボット収

穫技術の

開発 

農

林

水

産

省 

散在する収穫適期の果実

の 3次元位置や収穫適期

(熟度)の認識技術ととも

に、軟弱かつ形状の多様な

果実のソフトハンドリン

グ技術や的確な採果制御

技術の開発を民間企業と

の共同研究により実施す

る。 

試作機を用いた収穫試験を

実施し、収穫スピードと正確

性の向上に向けたデータ収

集等を行っているところで

ある。今後、採果部分及びロ

ボットのアーム部分のイチ

ゴ果実へのアプローチルー

トの最適化を図るとともに、

果実の着色度判定アルゴリ

ズムの改良等を進める予定

である。 

1,878

の内

数

1,886 

の内

数 

1,889 

の内

数 

1,814

の内

数

7,467

の内数

(H17-20

のみ、事

業期間は

H15-22)

次世代ロ

ボット実

用化プロ

ジェクト 

経

済

産

業

省 

次世代ロボットの中でも、

今後大きな市場が予測さ

れる生活分野及び福祉分

野のロボットの早期市場

導入を図る。またプロトタ

イプのロボットの社会認

知度を向上させるととも

に、市場性、有効性を評価

し、今後の製品開発につな

げる。 

 現在企業がプロトタイプ

を製造していて、市場規模が

大きい以下のロボットの高

度化(全天候対応、画像・音

声認識技術の高度化など)を

行い、愛知万博期間中(2005

年 3月～2005年 9月)におい

て5分野9種類の実証試験を

行うことで実環境における

ロボットの動作について評

価し、次世代ロボットの実用

化を促進した。 

1,000 - - - 

1,000

(H17 の

み、事業

期間は

H16-17)
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人間支援

型ロボッ

ト実用化

プロジェ

クト 

経

済

産

業

省 

新産業創造戦略等を踏ま

えて、これまで以上に高度

な安全性と動作の柔軟性

を求められる特定の人に

接触して動作するロボッ

トの実用化の技術開発を

行い、2010 年のロボット

産業の市場規模予測(1.8

兆円)を実現する。 

この人間支援型ロボット実

用化基盤技術開発では、高度

な安全性と動作の柔軟性が

求められる福祉・介護ロボッ

トの開発及び実証試験を行

い、人と接触して動作するロ

ボットの実用化に必要な技

術開発を行った。具体的に

は、1)リハビリ支援ロボット

(人間の状態、動作に基づき、

多自由度に関節・筋肉のリハ

ビリ動作を支援)、2)自立動

作支援ロボット(要介護者の

立ち上がりや歩行、把持など

の動作を支援)、3)介護動作

支援ロボット(主に排泄の際

の介護者の抱上げ作業等に

係る力支援)の開発を行っ

た。 

900 900  800  - 

2,600

(事業期

間は

H17-19)

次世代ロ

ボット共

通基盤開

発プロジ

ェクト 

経

済

産

業

省 

次世代ロボット開発に新

規参入者が見られるとこ

ろ、より幅広い民間による

用途拡大の促進の観点か

ら、次世代ロボットの基本

的パーツの共通基盤化を

図る。 

効率的なロボット開発に不

可欠な基本パーツのモジュ

ール化に対応し、ロボット産

業の裾野を広げるため、要素

部品とシステムを繋ぐイン

タフェース共通化のための

基盤デバイスを開発した。具

体的には、次世代ロボットを

構成する基本ユニットを 3

パーツ(眼・耳・駆動系(腕・

脚))に分解してソフト・ハー

ド両面における共通基盤的

な技術を開発した。その結

果、①画像認識用、②音声認

識用、③運動制御用の RT ミ

ドルウェアで共通化された

基盤モジュールが実用化さ

れた。 

 

 

400 400  380  - 

1,180

(事業期

間は

H17-19)
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戦略的基

盤技術力

強化事業

(ロボッ

ト部分) 

経

済

産

業

省 

我が国における製造業全

体の競争力強化や経済活

性化に資すると考えられ

る中小企業が主たる担い

手である基盤的分野につ

いて、特に戦略的に支援す

べき技術テーマを選定し、

この開発を中小企業とそ

のユーザー企業(自動車・

電機等)、大学等からなる

共同研究体に対して委託

を行う。 

実施したロボット部品分野

の成果は以下の通り。 

■6軸力覚センサに関する

研究開発 

■食品ロボット用ハイブリ

ッドアクチュエータの開発 

■屋外作業ロボットの操

縦・監視用画像伝送・認識技

術に関する研究開発 

■アシスト用直動アクチュ

エータユニットに関する研

究開発 

■極限環境適用型アクチュ

エータユニットの開発 

■RT ネットワークプラグイ

ンアクチュエータの開発 

■移動ロボットの環境認識

用レンジセンサシステムの

開発 

■位置情報フィードバック

が可能な多自由度モータに

関する研究開発 

■ロボット用 6軸運動セン

サに関する研究開発 

■自律移動ロボットのリア

ルタイム 3次元計測用超音

波マイクロアレイセンサに

関する研究開発 

■ロボット用超小型 6軸モ

ーションセンサに関する研

究開発 

■医療用コンパクト型セン

サ・駆動ユニットの開発 

■バイオ苗生産のための高

速 3次元形状認識センサと

柔弱物ハンドリング機構の

開発 

■超小型軽量アクチュエー

タ/サーボアンプに関する研

究開発 

1,338 - - - 

1,338

(H17 の

み、事業

期間は

H15-17)
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■下水道管渠検査ロボット

に関する研究開発 

サービス

ロボット

市場創出

支援事業 

経

済

産

業

省 

実際の生活空間でロボッ

トを使うサービス事業(清

掃、搬送等)において、安

全技術開発等の取組を支

援する。具体的には、メー

カーとユーザーが共同で、

ロボットのスペック検討

やコスト評価を行うとと

もに、必要な技術開発(誤

動作防止、安定制御等)及

び実証実験を行う(現場ニ

ーズ・使用を明確にする)。 

実環境下でロボットを導

入・運用するための実用化技

術開発、安全性確保等の手法

検討及びモデルケースの実

施を支援し、さらに事業の成

果として、それぞれの開発終

了後、ユーザーによるロボッ

トの導入・実運用を達成し

て、成功事例を提示した。 

- 420  333  - 

753

(事業期

間は

H18-19)

戦略的先

端ロボッ

ト要素技

術開発プ

ロジェク

ト 

経

済

産

業

省 

次世代産業用ロボット分

野、サービスロボット分

野、特殊環境用ロボット分

野の3分野で7つのミッシ

ョンを設定し、約 10 年後

以降の現実の用途を想定

し、それを遂行するための

ロボット技術を開発する。

それぞれのミッションに

ついて、複数の開発者に参

加させ、途中段階で評価を

行い、最も成果の上がった

開発者を引き続き重点的

に支援するステージゲー

ト方式を採用する。 

現実の用途を想定し、それを

遂行するためのロボット技

術を開発する。現実の用途と

しては、市場のニーズと技術

戦略マップを踏まえて設定

した、製造業・サービス業・

特殊環境作業の 3分野にお

ける 7つのミッション(具体

的な用途)を競争的に技術開

発する。同じミッションに対

して複数の開発者に参加さ

せ、途中段階(プロジェクト

開始 3年後)で評価を行い、

最も成果の上がった開発者

を、引き続き重点的に支援す

る「ステージゲート方式」を

採用している。 

- 1,100 1,000 800 

2,900

(H18-20

のみ、事

業期間は

H18-22)
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次世代ロ

ボット知

能化技術

開発プロ

ジェクト 

経

済

産

業

省 

生産分野、生活環境など、

状況変化の激しい環境に

おける様々な作業を確実

に遂行するためのロボッ

ト知能化技術を開発する。

具体的には、作業知能技

術、移動知能技術、コミュ

ニケーション知能技術と

いった技術と、それらとの

接続と連携を容易にし、ロ

ボット開発を効率的にす

るための基盤となるソフ

トウェアプラットフォー

ムの開発を行う。 

 ロボット事業者が、状況が

変化する過酷な環境下でも

確実にロボットが稼働する

ためのソフトウェアを開

発・利用できるよう、機能ご

との各種ソフトウェア・モジ

ュールとなる「知能化モジュ

ール」を整備している。2009

年 1 月に内覧会を実施。ロボ

ット開発のコスト低減を実

現し、様々な用途向けのロボ

ット開発と、多様な企業や研

究機関等による共通知能モ

ジュールの再利用を目指し

ている。 

- - 1,900  1,500 

3,400

(H19-20

のみ、事

業年度は

H19-23)

基盤ロボ

ット技術

活用型オ

ープンイ

ノベーシ

ョン促進

プロジェ

クト 

経

済

産

業

省 

生活環境やロボットに使

われる既存の要素部品を

共通の接続方式、制御方式

のもとで利用可能な形で

提供することにより RT シ

ステムを構築し、同システ

ムの有効性を検証するた

めの実証試験を行う。 

ロボット事業者が、開発期間

を短縮し、開発コストを低減

するために、市販のセンサや

モータなどを RT モジュール

化し、簡便に使用可能な「RT

要素部品」として整備するこ

とで、様々な用途のロボット

開発コストの低減とともに、

我が国が直面する諸課題の

解決へのロボテクの活用を

目指している。平成 20 年度

に公募採択が行われた。  

- - - 100 

100

(H20 の

み、事業

年度は

H20-22)

ロボット

等による

IT 施工シ

ステムの

開発 

国

土

交

通

省 

土木工事における危険・苦

渋作業の解消、就業者の高

齢化、若年労働者や熟練者

不足への対応、IT 技術の

導入による生産性・品質向

上への対応が遅れている

といった課題に対処する

ため、情報通信技術(IT)

やロボット技術(RT)を活

用して、土木施工・施工管

理における危険・苦渋作業

を解消し、コスト縮減、生

産性・品質の向上を図る。 

汎用建設機械である油圧シ

ョベルについて、基盤となる

3つの要素技術、①3次元設

計情報と 3次元地形情報の

表示技術、②作業中における

地形計測データを取得し、設

計データと対比できる計測

システム、③建設機械の自動

制御システムの研究開発を

行うとともに IT 施工システ

ムのプロトタイプの開発を

行い、自律化した掘削作業を

可能とした。 

84 128  137  - 

349

(H17-19

のみ、事

業期間は

H15-19)
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開発研究成果は、災害復旧現

場などの危険・苦渋作業への

適用が期待される。 

海中ロボ

ットによ

る作業と

監視に関

する研究 

国

土

交

通

省 

海中作業の機械化、無人化

を促進するために、情報通

信技術やロボット技術を

活用して、港湾施設や海上

空港の整備や維持管理に

おける危険・苦渋作業を解

消するとともに、作業の効

率化、コスト縮減を図る。 

自動ルート生成プログラム

とソーナーと画像解析によ

る移動制御技術の開発、油圧

制御系に重力補償を加えた

精密なマニピュレーター技

術の開発等を並行して行い、

水中ロボットに必要となる

要素技術は確実に蓄積され

ている。さらに、バックホウ

の先端部に構造物点検セン

サやフォークグラブを搭載

して遠隔操作を支援する高

度なインタフェースを開発

し、これらを統合した安全で

効率的な水中作業の実現を

目指している。 

12 22  9  4  

47

(事業期

間は

H17-20)

(予算の内数は合計に含めない) 
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② 補完的課題の成果概要 
 
・次世代ロボット連携群が実施した補完的課題について、その内容と成果の概要を記す。 
（２－②―１）分散コンポーネント型ロボットシミュレータ 
 （平成１７年度開始課題） 

研究代表者：比留川 博久 (独)産業技術総合研究所知能システム研究部門 副部門長 

参画機関： (独)産業技術総合研究所、東京大学、ゼネラルロボティクス(株) 

内  容： これまでの研究開発において、多種多様なロボット技術が開発されてきて

いるが、これらを相互に再利用し、統合するフレームワークは実現されて

いない。次世代ロボットの研究開発を効率的に実施し、高度なロボットを

開発・普及するためには、ロボットソフトウェアの蓄積と再利用を可能と

するソフトウェア基盤を構築し、ロボットソフトウェアの蓄積と再利用を

推進していく必要がある。本課題は、基盤ソフトウェアの再利用を促進し、

次世代ロボットの開発を効率化することを目的とし、ロボットソフトウェ

アの蓄積に適した分散コンポーネントフレームワークと、この上に構築さ

れたロボットワールドシミュレータを開発する。 

成果の概要： 

  (1)RT ミドルウェアを用いた分散コンポーネントフレームワークの研究開発 

 ロボットのセンサ・アクチュエータ等の各種ハードウエアおよび、制御、

動作計画、シミュレータといったソフトウェアをコンポーネント化し、実

機とシミュレータのシステムを RT ミドルウェア上で構築するための基盤

技術の研究開発を行った。他の研究者・ベンダ等が作成したコンポーネン

トを追加・交換できるようにインタフェース仕様を策定した。 

  (2)基本コンポーネントの研究開発 

 ロボットワールドシミュレータ全体の仕様を検討し、再利用性、拡張性等

の観点からグラフィカルユーザインタフェース(GUI)、動力学計算エンジン、

干渉チェック、コントローラ、デバイスシミュレータといった基本コンポ

ーネントに分割し、開発を行った。アクチュエータやセンサ等のデバイス

の機能をシミュレートするデバイスシミュレータにより、現実のロボット

とシミュレーション世界にあるロボットを等価に扱うことが可能である。 

人型ロボットを用いて、シミュレーション結果と実験結果との比較検討を

行い、基本コンポーネントが、ロボット開発に十分な精度を持っているこ

とを実験的に検証した。 

  (3)動力学シミュレータコンポーネントの研究開発 

 特に数値計算の安定性、並列計算の効率に注目し、汎用的で効率的な動力

学シミュレータの計算エンジンを開発した。 

 
（２－②―２）ロボットタウンの実証的研究 

（平成１７年度開始課題） 

研究代表者： 長谷川 勉 九州大学大学院 教授 
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参画機関： 九州大学、(財)九州システム情報技術研究所、(株)安川電機、九州日本電

気ソフトウェア(株) 

内  容： ロボット単体の高機能化だけでは、様々な環境に適応することが困難であ

る。ロボットが環境に埋め込まれたセンサ等からの情報を活用し、動作で

きるような新しいフレームワークを構築しなければならない。すなわち(a)

環境側にプログラムや情報、知識を埋め込んだ環境情報構造化プラットフ

ォーム技術の確立と(b)人間・ロボット共生社会のインフラ基盤整備と開発

技術のオープン化・共有化が必要である。そのため(1)ロボットの活動を支

援するための環境センシング技術及び(2) 環境情報とロボット間の情報流

通制御を管理するタウンマネジメントシステム（TMS: Town Management 

System）に関する研究開発を行う。 

成果の概要： 

  (1)ロボットの活動を支援するための環境センシング技術に関する研究開発 

 (1-1) 分散ビジョンシステムと環境の情報構造化に関する研究 

 移動体の位置や動作を計測する分散ビジョンシステムとその運用に必要な

カメラキャリブレーションを自動で行う群ロボットシステム、分散ビジョ

ンシステムとマネジメントシステム（TMS）を接続するための通信インタフ

ェース等を開発し、実証実験環境にて、検証を行った。 

 (1-2) 分散センシングとタグ配置に関する研究 

 電子タグをベースとした環境センシングを TMS に統合し、ロボット移動実

験により技術の検証を行った。 

  (2) 環境情報とロボット間の情報流通制御を管理するタウンマネジメントシステムに

関する研究開発 

 (2-1) 情報構造化環境のマネジメントシステムに関する研究 

 ロボットや環境センサ等の要素が連携する際に使用する標準的なサービス

の記述とその記述を用いて全体制御を行うシステムの標準モデルを設計し、

設計に基づいて TMS を開発した。TMS を用いたロボット実証実験によりそ

の機能を検証した。 

 (2-2) 移動作業型ロボットを用いた電子タグ応用 

 シナリオに沿って、TMS から移動や作業に必要な環境情報を取得しながら

双腕ロボットと搬送ロボットを動作させ、従来のロボットでは実現が困難

であった家庭内サービスアプリケーションを実現した。実験により TMS や

電子タグといった環境知能の有効性を実証した。 

 

（２－②―３）施設内外の人計測と環境情報構造化に関する研究 
（平成１８年度開始課題） 

研究代表者：萩田 紀博 (株)国際電気通信基礎技術研究所知能ロボティクス研究所 

所長 

参画機関： (株)国際電気通信基礎技術研究所、(独)情報通信研究機構 

内  容： 室内外において人や物の位置・干渉関係を計測する空間位置計測技術と、
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ネットワークを介して、得られた空間情報を様々なサービスで利用できる

ように環境情報を構造化する環境情報構造化技術と、それらを共通プラッ

トフォーム化する技術を確立することを目的とする。このために、実証実

験システムを開発し、一定の期間にわたって、室内外における人や物の位

置を GPS やカメラ、IC タグなどで自動的に計測及び蓄積し、得られた空間

情報をシームレスに構造化する。次に、それら空間情報を用いてロボット

が人に円滑にサービスを提供できることを実証する。 

成果の概要： 

  (1)空間位置計測技術の研究開発 

 (1-1)単一センサからの位置計測システムの開発 

 カメラ、RFID タグ、GPS、レーザ測距計の 4 種類のセンサにより複数人を

実時間で位置計測可能な技術を開発した。 

 (1-2)複数種センサによるシームレスな位置計測技術の研究開発 

 4 種類のセンサ計測結果をネットワークにより統合し、室内では人々を 5cm

精度で、室外では約 10cm 精度で計測できることを実証し、室内外でのシー

ムレスな空間位置計測技術を実現した。 

  (2)位置・環境情報に基づくサービス技術の研究開発 

 (2-1) 環境情報の構造化技術の研究開発 

 ロボットによるサービスと空間位置情報の関係付けが可能な環境情報４層

構造モデルを提案し、1 週間に亘り人位置計測から、環境情報を構造化で

きることを実証し、共通プラットフォームを開発した。 

 (2-2) 位置・環境情報に基づくロボットサービスの実証実験 

 共通プラットフォームと異種ネットワーク環境と接続する実証実験を行な

い、ロボットが人に円滑にサービスを提供できることを実証した。 

  (3)共通プラットフォーム環境の研究開発 

 共通プラットフォーム仕様を策定・公開し、関西地区の 2 カ所で共通プラ

ットフォーム環境を構築・管理・運営した。経産省情報大航海プロジェク

ト、総務省ネットワークロボット研究、ホンダ、イタリア聖アンナ大学院

大学など、国内外の企業・研究機関計 8 件の利用があり、プラットフォー

ムの有用性を実証した。 

 
（２－②―４）環境と作業構造のユニバーサルデザイン 
  （平成１８年度開始課題） 

研究代表者： 大場 光太郎 (独)産業技術総合研究所 知能システム研究部門 研究グ

ループ長 

参画機関： (独)産業技術総合研究所、東京大学、高度測位衛星技術(株)、(株)東芝 

内  容： 本研究課題は、生活環境などロボットにとっての非整備環境での作業、さ

らには異機種・異環境間での作業を簡便に実現することを可能とする、ロ

ボット・インフラ共通プラットフォーム技術を確立し、ロボットの利活用

範囲を拡大し、新産業を創出することを目的とし、以下の技術開発と実証
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評価実験を行う。 

 (1) 物体の位置・姿勢情報の提供などの環境構造のユニバーサルデザイン

技術の研究開発、 

 (2) ロボット作業を円滑に行うための作業構造のユニバーサルデザイン技

術の研究開発 

 (3) 横浜市ハウスクエア横浜における実証スペースの構築、並びに、家庭

内移動ロボットやヒュ-マノイドロボットを用いた、家庭環境での作業の実

証評価実験の実施 

成果の概要：  

  (1)環境構造のユニバーサルデザインに関する研究 

 ロボットが作業の際に必要とする知識として、物体知識(物体の位置・姿勢、

形状など)、環境知識(照明条件など)、ロボット知識(ロボットの自由度や

ハンドの形状など)の情報が不可欠である。本課題では、ロボットが作業し

やすく、かつ、人間生活を阻害しない物理的な環境構造のデザインを検討

すると共に、知識的環境構造として特に物体の位置姿勢計測技術に注目し、

環境センサとロボット搭載センサによるシームレス計測技術、屋内・屋外

のシームレス測位技術、それらをロボットに提供する技術を開発した。特

に、ユニバーサルデザイン(高齢者や、子供、障害者でも容易に扱えるデザ

イン)の概念を拡張し、人間でも、ロボットでも作業が容易にできるユニバ

ーサルハンドルを開発し、ロボットに可能な作業を拡大した。また、ビジ

ュアルマーカーCLUE を開発し、ロボットへの情報提供を行うと共に、ビジ

ュアルサーボによって、ロボットの作業精度を実現した。 

  (2)作業構造のユニバーサルデザインに関する研究 

 ここでは、目的とする作業が与えられた時に、ロボットが実際に作業を行

う際に必要な作業構造について研究を行った。 

  (3)実証評価実験 

 異機種、異環境での実証評価を行うため、産総研、ハウスクエア横浜など

における実証スペースを構築し、家庭用移動ロボットやヒューマノイドを

用いて、家庭環境での作業を行い、公開実証実験を行った。 

 
（３）次世代ロボット連携施策群の成果と研究目標の進捗状況の評価   
（３－１）府省連携の強化について 
次世代ロボット連携群のミッションとして各府省の施策の重複排除と連携強化があった。

これまでに述べた共通プラットフォーム技術の利用を各府省に働きかけると同時に、各府

省の研究開発の成果を共通プラットフォーム技術として広く利用可能な形で公開するよう

働きかけた。いくつかの共通プラットフォーム技術については各府省の施策における共有

化が図られつつあり、府省連携のための連携ロードマップも作成された。また、次世代ロ

ボット連携群で開発された共通プラットフォーム技術と各省施策との連携が進展している。

それに加えて、国際標準化に向けた活動も始まっている。経済産業省が作成し、更新して

いる技術戦略マップの情報の共有も進展している。技術シーズ開発とシーズを応用に移す
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政策との連携強化についても進展が見られる。これらの状況を考慮すると、次世代ロボッ

ト連携群が活動していた 4 年間で府省連携は確実に進展したと言える。関係者間での情報

交換や交流が進んだことは大いに評価できる。 

ただし、各府省における次世代ロボット共通プラットフォーム技術の認知は確実に進ん

だものの、研究開発施策での利用は始まったばかりという段階であり、今後の進展を見守

る必要がある。また、技術を研究開発する省庁と利用する省庁との連携は進んだが、こち

らも今後より一層の連携強化が必要である。 
近年、世界的には医療ロボットの市場が立ち上がっており、日本の病院においても手術

ロボットの導入が始まっている。福祉機器、介護機器、医療機器についてもロボット技術

を利用した新たな機器が開発されているが、その市場への投入においては様々な課題があ

る。それらの機器を管轄する厚生労働省は、次世代ロボット連携群にはオブザーバ参加で

あったが、平成 21 年度より開始される「生活支援ロボット実用化プロジェクト」に先駆け

て、経済産業省と厚生労働省の人事交流も始まっており、今後の福祉・介護・医療分野に

おけるロボット技術の利活用拡大が期待される。 

ロボットの国際標準化の取組が始まっており、位置情報関連の標準化は標準化団体

OMG(Object Management Group)を中心に進展しており、国際標準化機構 ISO(International 

Organization for Standardization)ではサービスロボットに関する議論が Robots in 

Personal Care として行われている。国際標準化は大変重要であり、日本主導で標準を戦

略的に作り上げる姿勢を強化すべきである。また、標準化にも関連するが、ロボットの研

究開発においては情報の収集・共有・発信が重要である。各省の施策ではこれらの取組の

より一層の強化が期待される。 

 
（３－２）補完的課題について 
全体として、共通プラットフォーム技術の確立に向けて、当初の計画どおり研究目標を

達成していると評価できる。ただし、補完的課題は、開発された共通プラットフォーム技

術の普及によって次世代ロボットの開発が効率化されることを最終的な目標とする。本プ

ロジェクトで開発され平成 20 年度より一般に公開されている分散コンポーネント型ロボ

ットシミュレータ OpenHRP3 や各地の環境プラットフォームが様々なロボット研究者、技術

者、企業に利用され、研究開発が行われて、その成果が出るのは来年度以降であり、本プ

ロジェクトの真の評価はその後に行われるべきである。 

 
（３－２－１）分散コンポーネント型ロボットシミュレータ 
分散コンポーネント技術に基づく汎用かつ数値安定性の高いロボットシミュレータの開

発、シミュレータと実機との実用的等価性の検証等、ミッションステートメントに宣言さ

れた個々の研究目標は達成されている。特に、次世代ロボット研究開発の共通ソフトウェ

アプラットフォームとして、分散コンポーネント技術に基づく汎用のロボットシミュレー

タ OpenHRP3 を開発し、オープンソースで公開してロボット研究者・開発者に提供し、それ

が多くの研究者に利用されはじめている点と、シミュレータ中の仮想ロボットと実機ロボ

ットの巨視的挙動が一致することが実験的に検証されている点は高く評価されている。 

ただし、OpenHRP3 は専門的なロボット研究者、技術者を想定して開発されているため、
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市販のソフトウェアのように簡単にインストールできるわけではない等、広く普及するた

めにはまだ課題が存在する。その一方で、OpenHRP3 を含むロボットソフトウェアの開発環

境は経済産業省の「次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト」において継続して研究

開発が進められる予定であり、今後ソフトウェアプラットフォームとして完成度が高めら

れることで上記の問題は解決される見通しである。なお、他の環境プラットフォームも知

能化技術開発プロジェクトにて活用されることになっている。 

さらに、プロジェクト開始時に想定していなかった事態として、世界最大のソフトウェ

ア会社である Microsoft 社がロボットソフトウェア開発環境 Microsoft Robotics 

Studio(MSRS)を発表し、この分野に本格的に参入してきたことが上げられる。開発できる

プログラムが Windows 系の OS 上のプログラムに限定されており、ロボットに搭載するため

のソフトウェアの開発には問題があるが、非専門家を中心に教育、研究、エンターテイメ

ント用として MSRS は世界的に利用が進んでいる。OpenHRP3 の海外への情報発信は開始し

たばかりであり、今後その拡充が望まれる。 

 
（３－２－２）ロボットタウンの実証的研究 
想定されたミッションにしたがって、福岡アイランドシティに構築された環境プラット

フォームや病院におけるロボットの実証実験を含めて実証システムレベルまで踏み込んだ

成果を上げており、本研究は環境側にロボット作業に必要な情報を分散させる環境構造化

技術の先駆的検証研究として評価できる。特に、ロボット研究者・開発者が様々なロボッ

トサービスを開発するためのテスト環境として環境プラットフォームを構築して公開した

点を高く評価すべきである。 
環境プラットフォームは様々なロボット研究者や技術者に利用されて成果を生み出すこ

とが期待されており、プロジェクト関係者以外の利用者による利用が期待されている。ま

た、関連する研究との情報共有、環境がロボットに提供するサービスに関する標準化活動

への積極的な参加が期待される。 
 
（３－２－３）施設内外の人計測と環境情報構造化に関する研究 
本研究では、複数センサによる室内外の人の位置計測技術と、位置情報を用いてロボッ

トがサービスを提供可能とする環境情報構造化技術が開発された。様々な研究機関や企業

がこの成果を利用できる環境情報構造化プラットフォームがユニバーサルシティウォーク

という商業施設に構築され、ロボットにとって厳しい実環境下での実証実験が実現された

点と、様々なロボットに対してロボット間コミュニケーションが実証された点は高く評価

できる。既に複数の企業によって利用され、ロボットビジネス創出に繋がる研究として大

きく期待されている。また、経済産業省の「情報大航海プロジェクト」や総務省の「ネッ

トワーク・ヒューマン・インターフェースの総合的な研究開発 ③ネットワークロボット

技術」でも利用され、府省連携に貢献している。さらに、この関西環境プラットフォーム

は国際的にも注目を集め、EU のゴミ収集ロボットの研究開発プロジェクトである DustBot

プロジェクトのロボットとの接続実験が行われており、EU のチームとの連携が実現された

実績は、開発されたプラットフォーム技術の基盤性の高さを実証している。本研究グルー

プは、ロボットの位置情報提供サービスに関して、標準化団体 OMG での国際標準策定など
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でも積極的に活動しており、国際標準化活動への貢献でも評価できる。 

人の計測技術については様々なニーズが有り、ビジネス化への期待は高い。本プロジェ

クトの成果を利用したビジネスの創出が期待される。 
 
 
 
（３－２－４）環境と作業構造のユニバーサルデザイン 
本研究では、人間生活環境などロボットにとって整備されていない環境で作業を可能に

するための環境構造化手法と、ロボット作業のためのプログラムのテンプレートを開発し

た。さらに、ハウスクエア横浜に実証スペースを構築し、来年度からの一般の研究者、技

術者への公開を予定している。作業のための環境構造化は非常に難しい課題であり、ユニ

バーサルハンドルとビジュアルマーカーCLUE を開発し、短期間のうちにほぼ一般家庭と同

様な環境で実証実験を行える段階にまで進んだことは高く評価できる。また、既に欧州で

個人用途として導入されている、車椅子に取り付けるタイプの操縦型ロボットアームにつ

いて、定型作業を自動化することにより身体の不自由なユーザーの不便を少しずつ減らし

て行こうとするアプローチは、今後、家庭へのロボット導入のための有力な方策と成る可

能性がある。 

さらに、本研究の目的が「ロボット利活用範囲の可能性を広め、新産業を創出すること」

であることから、今後何らかの形でロボットビジネスへの繋がりを期待したい。特に、既

に欧州で家庭に進出している操縦型ロボットアームを導入し、それに自動化機能を追加す

るというアプローチには大きな可能性がある。社会的にも意義のあることであり、本補完

的課題で開発された環境構造化手法と位置計測技術を発展させ、実用化を推進してもらい

たい。 
 
（４）今後の課題 
平成 20 年度末をもって次世代ロボット連携群の活動は終了するが、産業ロボット、サー

ビスロボット、介護・医療・福祉・生活支援ロボット、防災ロボット、農業ロボット、建

築・土木ロボット等、府省間の協力・連携が必要なロボット分野は多く、政府各府省の科

学技術政策について重複を指摘し、連携を強化する組織が今後も必要である。また、次世

代ロボット連携群の成果である共通プラットフォームの普及促進も重要である。さらに、

本プロジェクトで開発された共通プラットフォームが利用され、研究開発が行われて、そ

の成果が出るのは来年度以降であり、本連携群の本当の成功のためには継続して各プラッ

トフォームの運営を支援する必要がある。 

よって、府省連携の推進や共通プラットフォーム技術の普及等、本連携群の活動を継続

的に行うことが次世代ロボット関連の科学技術および産業の発展に極めて重要と考えられ

る。特定府省のロボット施策担当課がこのような府省連携のリーダシップを取ることは難

しく、そのような連携推進の役目は内閣府総合科学技術会議に期待されている。また、各

プラットフォームの普及活動は基本的には補完的課題の責任機関に一任されることとなる

が、それが適切に運営されているか責任機関に意見を伝え、助言する組織の設立は望まし

いことである。 
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 以上のことから、「次世代ロボット研究連携推進会議」(仮称)を内閣府総合科学技術会議

の情報通信 PT の下に設置し、引き続き、府省連携の強化と共通プラットフォーム技術の普

及を推進することを検討している。 
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科学技術振興調整費 「科学技術連携施策群の効果的・効率的な推進」 

平成 17～19 年度実施「分散コンポーネント型ロボットシミュレータ」成果の概要 

研究代表者 産業技術総合研究所知能システム研究部門 比留川 博久 

 

概要 

 本報告では、科学技術連携施策群 次世代ロボット連携群が研究開発を推進したソフ

トウェアプラットフォームである分散コンポーネント型ロボットシミュレータ

OpenHRP3(Open architecture Human-centered Robotics Platform 3)の概要を報告する。 

 

１）研究目的 

これまで、ロボットのソフトウェアの研究開発を進めるための共通プラットフォームが

なく、ロボットのソフトウェアは個別に一から開発されるのが一般的であった。本研究は、

ロボットソフトウェアの蓄積に適した分散コンポーネントフレームワークと、この上に構

築されたロボットワールドシミュレータを開発、普及することにより、基盤ソフトウェア

の再利用を促進し、次世代ロボットの開発を効率化することを目的としている。具体的に

は、移動ロボット、マニピュレータ、脚型ロボット等の多様なロボットを対象として、視

覚処理や運動制御をモジュール単位でシミュレーション可能なソフトウェアをオープン

ソースで提供し、この上で稼動するソフトウェアの共通基盤技術化を図ろうとするもので

ある。この目的を明確にするため、本ソフトウェアの名称を OpenHRP3: Open Architecture 

Human-Centered Robotics Platform とした[1]。本稿では、その成果の概要を紹介する。 

 

２）研究成果の概要 

2.1 RT ミドルウェアを用いた分散コンポーネントフレームワークの研究開発 

 本研究では、ロボットのセンサ・アクチュエータ等の各種ハードウェアおよび、制御、

動作計画、シミュレータといったソフトウェアをコンポーネント化し、実機とシミュレー

タのシステムを分散コンポーフレームワーク上に構築した[1]。 

 分散コンポーネントフレームワークとして、標準仕様に基づく多様な実装が存在し、ロ

ボットシステムに特有なリアルタイムレベルから上位レベルに至る多様なプログラム、多

様な言語、複数 OS を透過的にサポートできることを考慮し、国際標準化団体 OMG により

国際標準仕様として承認された RT ミドルウェアを選定した[2]。RT ミドルウｪアは RT コ

ンポーネントと呼ばれるモジュールの組み合わせにより、ロボットシステムを効率よく構

築できる。 

 シミュレーションおよび実機の研究開発をコンカレントに行うことができる統合シミ

ュレーションシステムを RT ミドルウェアにより構築するため、開発の自由度、再利用性、

インテグレーションおよび実機との連携などの視点からモジュール化されたソフトウェ
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アに求められるインタフェイスを整理し、従来の RT コンポーネントのモデルに、サービ

スとコンシューマのインタフェイスおよびコンフィグレーション・インタフェイスを追加

し、RT ミドルウェアとしての実装を行った。さらに、C++/Python および Windows/Linux

上での相互運用性を確認した。 

 
2.2 OpenHRP3 の概要 

産総研と東京大学は、OpenHRP2 と呼ばれる動力学シミュレータを HRP プロジェクトで開

発し、これまで国内外 150 以上の機関に対して提供していた。本研究では、OpenHRP2 の構

成の構成を見直し、重複機能の整理、モジュールインターフェイスの統一を行い、新たに

OpenHRP3 を開発した。 

OpenHRP3 開発にあたっては、ロボットワールドシミュレータ全体の仕様を検討し、全体

仕様に基づいて再利用性、拡張性等の観点からグラフィカルユーザインタフェイス(GUI)、

動力学計算エンジン、干渉チェック、コントローラ、デバイスシミュレータといった基本

コンポーネントに分割し、各コンポーネントの仕様を決定し、実装した。開発したシミュ

レータの全体構成を図 1に示す。 

Input 
control
output 
command

New GUI

Model file

ModelLoader Controller

CollisionDetector

Dynamics

VisionSensor

Mode data

Model data
Integration command

Model data
Link translation/orientation

Collision information

View image

Joint torque

Sensor output

Various data

Graph Scheduler
Logger

 
図 1 シミュレータの構成 

  

図 2 GUI の概要                  図 3 GUI 実行画面の例 
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GUI は演算部分とは別コンポーネントとし、シミュレーションのパラメータ設定や実行

制御は GUI を用いて対話的に行えるだけでなく、学習などの用途で設定を変えながら繰り

返し実行できるようにユーザプログラムからも行えることを目指した。GUI の概要を図 2

に、画面の例を図 3に示す。詳細については、別報[1]を参照されたい。 

 デバイスシミュレータはロボットを構成するアクチュエータやセンサ等のデバイスの

機能をシミュレートするコンポーネントである。このコンポーネントと実際のデバイスへ

の入出力を行うコンポーネントのインタフェイスを統一することで実際のロボットとシ

ミュレーション世界にあるロボットを等価に扱えるようにした。 

 干渉チェックについては、ソースコードでの配布を実現するため OPCODE をエンジンと

して利用した。ORB には Java ORB、 omniORB を使用している。動力学計算エンジンの詳細

については、2.3 で述べる。 

以上のコンポーネントの中、ユーザが開発するのはコントローラである。そこで、

OpenHRP3 では、コントローラを RT ミドルウェアによりコンポーネント化可能である。詳

細は、2.4 で述べる。 

 

2.3 動力学エンジン 

OpenHRP3 では、超多自由度ヒューマノイド、車輪・脚駆動型移動ロボットなど、広いク

ラスのロボットシステムの運動を対象とする汎用的で効率的な動力学シミュレータの計

算エンジンを開発中した。特に、数値計算の安定性、並列計算の効率に注目したプログラ

ミングと実装を目指し、数値安定性を考慮した動力学計算に関する研究開発を推進した

[1]。 

ロボット・シミュレーションの基幹となるのが動力学を計算するエンジンである。

OpenHRP3 では、従来法である Featherstone の ABA(Articulated Body Algorithm)と、東

京大学中村・山根研究室で開発された ADA(Assembly-Disassembly Algorithm)の二つの順

動力学計算アルゴリズムを実装した[1]。それぞれ ABA エンジン、ADA エンジンと呼んでい

る。これにより閉リンク機構を含む剛体リンク機構の動力学シミュレーションが可能にな

っている。 

ADA は、全てのリンクが独立(関節による拘束がない)状態からスタートし、その関節で

働く拘束力と発生する加速度を計算しながら関節を 1 つずつ追加していく assembly ステ

ップと、最後に追加された関節からスタートし、assembly ステップと逆の順序で全関節の

最終的な拘束力と加速度を計算する disassembly ステップから成る。古典的な順動力学計

算方法である単位ベクトル法と、上記計算方法を用いて計算したときの誤差を比較すると、

提案手法では誤差が 1/10～1/100 になっている。理由としては、単位ベクトル法では系全

体の慣性行列を考えるため、逆行列の計算に誤差が生じやすいのに対し、開発した手法で

は扱う行列が大きくとも 6×6 までであり、大きな行列の逆行列を計算していないことが

考えられる。 

 物体間に働く反力は、線形相補性問題(LCP)を解くことにより求める拘束条件法により
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計算しているが、ABA エンジンではこれを収束計算により解く方法、ADA エンジンではピ

ボット法により解く方法を採用した[1]。 

 動力学計算を高速化するために複数 CPU による並列計算が可能なアルゴリズム、および

それを実行するソフトウェアを開発した。また、1 個以上の任意の数の CPU に対応して、

CPU 数、計算量、数値安定性を考慮した最適なアルゴリズムを自動的に生成する手法も開

発した[1]。 

 なお、検証用のロボットによりシミュレーションと実験の整合性を検証するとともに、

シミュレーションの精度を高めるための知見を集積している。 

 

2.4 RT コンポーネントを用いたコントローラの構成 

 OpenHRP3 のユーザは、コントローラを開発することによりシミュレータを利用する。

OpenHRP3 で RT コンポーネントを用いてコントローラを構成する方法を採用している。シ

ミュレーション時のコントローラの構成図を図 4に、実験時のコントローラの構成図を図

5に示す。 

シミュレーション時には、実行タイミングはシミュレータの仮想クロックにより制御さ

れる。シミュレータとコントローラのインタフェイスは、ブリッジコンポーネントにより

行っている。実験時には、これがデバイス I/O コンポーネントにより置換され、クロック

は実時間 OS により制御される。 

  

図 4 コントローラの構成図        図 5 コントローラの構成図 

     (シミュレーション時)            (実験時) 

 

2.5 シミュレーションの例と実機との比較 

OpenHRP3 の前身である OpenHRP2 は、ヒューマノイドの歩行シミュレーション専用であ

ったが、OpenHRP3 は、様々のロボットの様々な運動のシミュレーションが可能となってい

る。ヒューマノイドが手摺を掴んで体を支えながらテープを持ち上げる例を図 6に、産業

用ロボットが箱を持ち上げる動作の例を図 7に、アーム付きの移動ロボットによる作業シ
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ミュレーションの例を図 8に示す。 

図 6 ヒューマノイドの動作 図 7 産業用ロボットによる動作 
 

 
図 8 アーム付き移動ロボットの作業シ

ミュレーション 

 
図 9 視野画像シミュレータ 

 

図 10 安定化制御をしないヒューマノイドのシミュレーション結果と実験結果 
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OpenHRP3 では、ロボットの視野画像を生成し、これに画像処理を適用することにより、

ハンドアイシステム等のシミュレーションを行うこともできる。図 10 にその例を示す。 

OpenHRP3 のシミュレーション結果は、様々な現実のロボットを用いた実験により検証さ

れており、そのことが、OpenHRP3 の長所となっている。例えば、ロボット研究開発におけ

るシミュレータ利用の妥当性を評価するため、安定化制御をしないヒューマノイドを用い

て、実機とシミュレーションで比較を行っている。図 11 にその結果を示す。転倒に至る

動作が概ね実機と同様にシミュレーションできていることが確認できている。 

 

３）今後の展望 

 OpenHRP3 は、平成 20 年 6 月 18 日から Eclipse Public License によりオープンソース

で配布を開始し、OpenHRP3 公式サイト[4]から取得可能となっており、平成 21 年 2月末の

時点で 1,400 件以上のダウンロードが行われている。今後、ロボット研究の共通基盤技術

として広く利用されることを期待している。OpenHRP3 を含むロボットソフトウェアの開発

環境は、経済産業省の「次世代ロボット知能化技術開発プロジェクト」において継続して

研究開発が進められる予定であり、今後ソフトウェアプラットフォームとして完成度が高

められる予定である。最新情報については、OpenHRP3 公式サイト[4]をご覧いただきたい。 
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